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は じ め に

2001年９月11日同時多発テロはなぜ起こったの

か。経済のグローバル化が進み，その流れに乗り豊

かになる人と取り残される人が出た。1990年代にグ

ローバル化が加速するなかで所得格差も大きくなっ

た。取り残された貧困層を救うにはかつてはマルク

ス主義があった。しかし，計画経済が市場化する過

程で影響力をなくした。代わってイスラム主義が影

響力を増した。所得格差がグローバルな問題になっ

たことに警告を発した象徴的な事件がこの同時多発

テロである。グローバル化と拡大する所得格差の象

徴は，世界のお金が集まり，取り引きされていたニ

ューヨークの世界貿易センタービルであった。今こ

そこの貧困問題をどう取り扱ったらよいのか真剣に

考えなければならない時期にある。本書は，こうし

たタイミングの良い時期に出版された。

本書作成の中心となった秋山孝允氏は，30年にわ

たって国際貿易開発会議，世界銀行で開発援助に携

わった。その経験から書かれた本書は，援助のあり

方に積極的な提言をしている。本書の目的は，開発

戦略とその手段の現状を説明し，その歴史的・理論

的なルーツを検討することである。題材が複雑なた

めに，経済学，歴史学，政治経済学およびジャーナ

リズムなど複数の学問領域の視点を取り入れてい

る。参考文献が多岐にわたることも特徴である。本

書は，単行本，未発表のものも含む論文，新聞，雑

誌，ウェブサイトに加え，世銀の職員および元職員

を中心に多くの人とのインタビューが加味されてい

る。世界的に援助と開発は，現在は蹇貧困削減蹉と

いうテーマを中心に実施されている。本書は，その

経緯をわかりやすく説明し，今後の開発の方向を示

している。

Ⅰ　各章の論点

第１章蹇序論蹉に続く第２章蹇国際開発理論の進

化蹉では，開発理論の進化には主に３つの主要な段

階があると説明する。それは，蹇先駆者蹉の時代

（1945～70年代半ば），蹇新古典派蹉（1970年代半ば～

80年代後半），蹇新主流蹉（1980年代後半～）である。

本書が命名した新主流派とは，制度（Institutions）

と人間開発（Human Development）を開発戦略の

中心テーマとしている。

先駆者の時代は蹇輸入代替政策蹉，新古典派の時

期は開放経済型の開発モデルが主流であった。その

後，これらの反省から蹇制度蹉，蹇人間開発蹉という

概念が出てきた。新古典派の考え方は蹇ワシント

ン・コンセンサス蹉として結実した。新主流を蹇ポ

スト・ワシントン・コンセンサス蹉と呼ぶ。

先駆者は，マクロ経済学者で，資本蓄積，工業

化と人口増加を上回る急速な経済成長に注目し

た。ここから大規模なインフラ整備や輸入代替化

政策などの政府主導の政策を唱えた。先駆者とし

て，Hirschman（1958），Nurkse（1952），Rostow

（1960）などがいた。

ワシントン・コンセンサスは，Williamson（1993）

による経済自由化政策である。その内容は，公共支

出改革，税制改革により財政を自律させる。金利を

自由化し，為替レートを自由化し，貿易を自由化す

る。海外直接投資を自由化し，国有企業を民営化す

る。規制緩和，私的所有権を確立することであっ

た。

この新古典派の考え方に対して，1990年代に批判

が出てきた。第１に，Stiglitz（1996）は，東アジ

アが成長した理由は，政府の介入，市場，制度のバ

ランスの結果であり，市場競争だけがもたらしたも
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のではないと主張した。第２に，1980年代にはない

内生成長理論が現れた。Srinivasan（1998）は，内

生成長要因のひとつとして蹇知識蹉が重要であると

指摘した。これにより人的資本の向上を強く主張し

た。第３に，貿易分野で蹇輸出悲観論蹉が再び台頭

してきた。1980年以降は逆オイルショックもあり，

一次産品価格が下落し，一次産品輸出国は交易条件

が悪化した。一次産品輸出国は，輸出により経済が

悪化する。これらの３つの批判が強くなり，新主流

派が形成されるようになった。

なお，この章では，主流派はあまり関心の対象と

しなかったが，主流派の理論に影響を与えた学派に

も触れている。例えば，農業セクターを重視した

Johnston and Mellor（1961）などの役割を述べて

いる。これにより，新古典派の時代には農業の重要

性が大きく見直され，農業分野の政策変更が特にア

フリカ諸国に対する貸付の条件（コンディショナリ

ティー）となった。さらに，新主流派の時期の1990

年代でも貧困開発における農村開発の重要性が見直

された。

また，成長を過度に重視する開発のあり方に疑問

を抱く学者がいた。成長中心の理論は蹇トリクル・

ダウン蹉効果を想定した。それは，成長の副産物と

して貧困層の生活水準が向上することである。しか

しトリクル・ダウン効果が実際には見られないとい

う指摘があった。Myrdal（1968）は，成長よりも

平等性を強調する世界的な貧困対策プログラムを考

案した。このような動きが，次の３つの方向性につ

ながったと著者は指摘する。第１に経済全体が拡大

しない状況で生活水準を向上させる試みである蹇基

本的ニーズ蹉（Basic Needs）の重視，第２に制度と

社会資本（Social Capital）の重視，第３に開発プロ

セスにおける人的資本の役割の強調である。

基本的ニーズ・アプローチは次の２つの要素で定

義された。それは，衣食住を含む個人消費のために

家族が最低限必要とするもの，ならびに飲料水，衛

生に関する教育および必要不可欠なサービスであ

る。この考え方にしたがって援助も実施されたが，

その効果はあまりなかった。こうして，新古典派が

力を得ていった。その後第２，第３の方向が新主流

へとつながっていく。

第３章蹇開発援助の進化蹉で世銀の歴史にふれ，

日本の傾斜生産方式などの産業政策は，当時の世銀

の産業育成，基礎インフラ整備重視政策により13年

間融資を受けて実施されたことを紹介している。そ

れが新古典派の考え方に代わり，さらに1993年に世

銀が躁東アジアの奇跡躇を発表することで新古典派

の経済自由化を中心とする考え方から一歩踏み出し

た。この変化を決定的にしたのは，2000年の国連ミ

レニアム・サミットで採決された蹇ミレニアム開発

目標蹉（MDGs）である。これは貧困の削減や初等

教育の完全普及などを目指すものである。

第４章蹇貧困削減戦略蹉でポスト・ワシントン・

コンセンサスの戦略を説明する。それを代表するの

は，貧困削減戦略ペーパー（躁PRSP躇）と呼ばれ，

その基本概念は４つである。すなわち，持続可能性

（Sustainable Development），参加型（Participa-

tion），オーナーシップ，制度である。持続可能性

とは，当初は貧困と開発と環境の間の健全な相互関

係を意味していたが，その後政治，社会，ならびに

財政的観点を含むものへと拡張した。参加型とは，

開発プロセスにかかわる数多くの利害関係者に参加

を呼びかけ，その意見を聞くことである。オーナー

シップとは，借入国政府およびプロジェクトの対象

となる当事国が開発プログラムに主体的に参加して

いくことである。制度とは，開発を可能とする根本

的かつ必要不可欠な社会の仕組みである。本章で，

これらの抽象的な概念をわかりやすく説明した後，

世銀の手続きの中では蹇国別援助戦略蹉が最も重要

であるとする。本章の最後に，貧困削減効果のモニ

タリングが非常に困難であり，貧困問題の分析が進

行中であると指摘している。ブッシュ大統領は，就

任当初は開発援助にあまり関心を示さなかったが，

2001年９月11日の同時多発テロ事件が起きて以来貧

困削減に対する国際的な援助の必要性を認識し始め

たと本書は指摘している。評者もこの点に同感す

る。世界中が貧困削減に対して懐疑的であったの

が，貧困削減に開発のテーマがシフトしたのはこの

同時多発テロであった。このときから開発のテーマ

がワシントン・コンセンサスから一変したといって
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よい。

第５章蹇課題蹉で蹇新主流蹉の課題が指摘されて

いる。世銀では，貧困削減の考え方は蹇包括的開発

フレームワーク蹉に示されているが，包括的である

ために活動の範囲が広がりすぎている。包括的開発

フレームワークに社会の変革が含まれるが，それが

世銀の活動なのか，包括的な政策に優先順位を付け

られるのかと問う。また，UNCTADの批判として，

PRSPは斬新なアプローチではなく，宣伝されてい

るほど有効でないと紹介している。現在の貧困削減

戦略に次の５点を疑問点として指摘している。第１

に成長，インフラのような概念を軽視している。第

２に貧困削減を過度に強調し，途上国側に貧困削減

戦略適用のための準備を強要し，多大な時間，費用，

資源を奪い，これらの国々に逆効果をもたらしてい

る。第３に経済成長を通して貧困削減を同時に達成

したアジアの事例があまり考慮されていない。第４

に各国の経済成長を促すというより国際的な福祉シ

ステムを築くことに力点が置かれる可能性がある。

第５に現在の開発援助環境においては，貧困削減と

関連する戦略のみが指摘され，それ以外の見解が排

除される傾向にある。これらの点は，特に重要な指

摘であり，次節で詳細に議論したい。

ここでは，ファンジビリティーの問題も挙げてい

る。お金に色がないことから，極端な例では教育に

援助してもその分で浮いた教育費が軍事費に回され

ることも考えられる。突き詰めれば途上国に援助だ

けして開発戦略が一切無視される危険も本書は危惧

している。これは適切な指摘であると評者も考え

る。

第６章蹇世界銀行と日本蹉では，日本が援助を受

けた時期と供与するようになった時期を分析し，今

後の日本の援助のあり方，日本と世銀とのパートナ

ーシップを考える。ここで，1955年から八幡製鉄所，

日本鋼管，川崎製鉄，神戸製鋼に世銀融資が供与さ

れたと紹介されている。さて，日本が援助供与国と

なってから，開発援助の考え方が問題となる。日本

のそれは世銀とは必ずしも一致しない。蹇新主流蹐

の時代において，良い統治，制度，社会資本，人間

開発が注目されるようになったが，日本のODA大

綱では地球環境問題，民主化，市場経済も重視する。

また，ミレニアム開発目標がある。本書は，注意を

はらうべき点として２つ指摘する。第１に，蹇ソフ

ト蹉，つまり，制度改革，キャパシティー・ビルデ

ィング，人的資本形成である。第２に，PRSPへの

積極的な取組み，援助の供与側，受入国，NGOな

どの協力体制の構築である。これから出てくる政策

提案は，新しい総合的な援助機関を創設することへ

の支援である。

開発援助の歴史を吟味した本書の結論の第７章で

は，蹇新古典派蹉と蹇新主流蹉との融合で新たなパ

ラダイムが生まれるのではないかと予言する。評者

も，この点で今後日本の国際貢献ができると考え

る。また，援助の形態が大きく変わるのではないか

とも指摘する。すなわち，教育，保健，環境，良い

統治などの長い時間を要する援助は，世銀によるの

ではなく，新しい組織の設立によるものとすべきで

ある必要性を指摘する。経済インフラである蹇ハー

ド蹉に強い日本のODAの再検討にあたっては，最

後に次の指摘をする。日本は，蹇ハード蹉と蹇ソフ

ト蹉を適切に組み入れることによって，国際開発コ

ミュニティにおいてそのユニークな立場を強化して

いくべきであると。評者は，この点でも同感する。

Ⅱ　残された課題

本書は現在分析されていない次の３点を明らかに

したと評者は理解する。それは以下のとおりであ

る。

第１に，蹇産業政策は有効である蹉という命題を

再検討することである。アジアでは日本（1950，60

年代），韓国（70年代），マレーシア（80年代），中

国（90年代）で産業政策がとられた［Kuchiki

2003a 参照］。確かに，戦後に日本でとられた産業

政策は輸入代替政策で，グローバル化した現代では

通用しない。しかし，韓国の現代自動車，マレーシ

アのプロトン自動車，中国の上海自動車は，政府の

介入なしには育成は不可能であった。それら産業政

策の特徴は，外資の活用である。韓国では外国の部

品，技術の活用にとどまった。中国では，合弁戦略，
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提携戦略などにより産業を育成している。提携は，

技術，資本，販売，研究など様々な形態がある。国

内重点企業が，外国企業と提携するに際して政府の

許認可が必要である。種を植え，水をかけなくては

産業が育たない。民間にその力がない国において産

業を育てたいならば，産業政策をとらざるを得な

い。ただし，外資だけですべての雇用をまかなおう

とする国は別にして，自国に産業育成のためのキャ

パシティーがない国での産業育成は非効率であるこ

とも忘れてはならない。

第２にPRSPは中身がないといわれる。その中身

の議論がこれからである。オーナーシップ，パーテ

ィシィペーション（参加）などという戦略は，援助

の方法であり，成長戦略ではない。特に，アジアの

経験を踏まえた成長戦略はPRSPでとられていない。

アジアの成長戦略の典型がベトナム北部，すなわち

ハノイとハイフォンを結ぶ高速５号線にある

［Kuchiki 2003b 参照］。このインフラは日本国際銀

行を中心に建設された。高速５号線沿いの蹇工業団

地蹉に蹇産業集積蹉（クラスター）が生まれ，北部

ベトナムにおけるマクロ経済を成長させた。この際

に外資を導くために投資手続きの簡素化などの制度

改革を実施した。蹇制度改革蹉と蹇インフラ蹉が工

業団地を核とする産業集積の引き金となった。例え

ば，首都ハノイの工業団地にキャノンが入居し，そ

の関連企業が多数集積した。これを蹇キャノン効

果蹉と呼ぶ人もいる。このような例はアジアでは多

数あり，タイのバンコク周辺，レムチャバン，マレ

ーシアのペナン，クアラルンプール，ジョホール，

中国の蘇州，大連などがある。この発展の原型とな

ったのは，台湾の高雄である。これが，本書で提言

するソフトとハードの組み合わせの例であると評者

は考える。

第３にPRSPは包括的であり，すべての政策を含

むが，優先順位をつけるところに特徴がある。けれ

ども，優先順位をどのようにつけるのかの議論がな

い。教育，農業，マクロ経済，エネルギー，所得分

配，環境，成長戦略のどの部門に優先順位をつける

かの客観的な方法論の議論がない。この優先順位を

決めるインデックス（ものさし）の議論を積み上げ

る必要がある。どのように予算を配分すべきかの客

観的な議論がこれまではなされていない。援助につ

いては，政治的な思惑などもあり客観的に議論しに

くいという現実がある。著者も世銀の長い経験で何

度か直面されたことを評者は想像できる。

秋山スザンヌ氏は，本書の作成のために膨大な資

料を丹念に調べ，成果に結び付けた。著者らは，本

書で世銀政策に対して自己批判的に評価し，展望し

ている。しかし，評者が知る限りでは，世銀の開発

政策の問題点を十分に指摘していない。著者らの調

査の一部しか本書には出てきていない。それは今後

の成果に期待したい。ともあれ，本書は，これまで

の開発戦略を理解し，これからの戦略を考える人に

とって必読である。
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